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「一般社団法人ＤＣＭ推進協議会」設立のお知らせ 

 

応用地質株式会社 
ケミカルグラウト株式会社 
八千代エンジニヤリング株式会社 

 
 応用地質株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：成田 賢）、ケミカルグラ

ウト株式会社（本社：東京都港区、代表取締役社長：伊地 正博）、八千代エンジニヤリン

グ株式会社 （本社：東京都新宿区、代表取締役社長：下田 義文）の以上３社は、地域継

続マネジメント（ＤＣＭ）の普及のための共同活動に合意し、一般社団法人ＤＣＭ推進協

議会を設立、活動を開始いたしました。 
 
１．法人の設立趣旨 

 先日（8/11）の駿河湾を震源とする地震で、東名高速道路の路面が崩落し、人とモノが流

れる日本の大動脈が一瞬にして塞がれたことは、記憶に新しいところです。 
災害への備えとして、ここ数年、ＢＣＰ（事業継続計画）の検討を進める企業が増えて

まいりました。この東名高速道路での出来事は「災害時の事業継続（商品やサービスの確

実な供給）を、企業単独のＢＣＰの取組みだけで実現するには限界があり、地域全体の機

能を維持するための交通インフラ、ライフライン、各種公共施設等の強化を同時に進めて

おく必要がある」ことを改めて印象付けました。 
ＤＣＭ（District Continuity Management：地域継続マネジメント）活動は、以上のよ

うな課題に応えるために、住民・企業・地域が連携して、災害を受けても速やかに復旧で

きる、地域づくり・企業づくりを目指すための考え方です。 
災害に立ち向かうには、従来の【自助】（企業自身・住民自身の対応）、【公助】（行政側

の対応）に加えて、その両者をつなぐ【共助】（地域内での相互の連携・支援）が重要な要

素となりますが、ＤＣＭは、この「共助」を実現するための画期的な手段になることが期

待されます。 
 このため、自然災害に対するコンサルティング分野においてそれぞれの強みと豊富な経

験を有する３社が先ず共同し、ＤＣＭという新しい概念の確立・普及、災害に負けない地

域・企業づくりの支援等の具体的な活動を通して、社会に貢献すべく、上記の社団法人を

設立したものです。 
 



▼ＤＣＭのイメージ 

 

２．一般社団法人ＤＣＭ推進協議会の概要 

（１）設立年月日 2009 年（平成 21 年）８月 5 日（法人登記日） 
（２）法人種別 「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」に基づく一般社団法人 
（３）設立時社員 応用地質株式会社、ケミカルグラウト株式会社、八千代エンジニヤリ

ング株式会社 
（４）所在地等 〒107-0052 東京都港区赤坂 1－3－18 コカドビル 8Ｆ 
        電話：03-3584-5129 URL：http://www.team-dcm.com/ 
（５）事業内容  

・ＤＣＭ（災害時の地域の機能継続）に関するコンサルティング 
・ＢＣＰ（災害時の企業・団体の事業継続）に関するコンサルティング 
・ＤＣＭ、ＢＣＰに関する啓発セミナーの開催と講師派遣 
・ＤＣＭに関する住民・企業・地域の連携調整 
・ＤＣＭ、ＢＣＰに関する調査・研究 

（以上） 
会見に関するお問合せ 
応用地質株式会社 経営企画本部広報部長 川地真人 
Tel．03－3234－0811（代） 
 
本件に関するお問合せ 
一般社団法人ＤＣＭ推進協議会 事務局 俣木健 
Tel．03－3584－5129  E-mail:support@team-dcm.com 
 

災害から生き残るまちづくり、企業づくりに向けて

企業単独のＢＣＰ作成※
自 助自 助

※【ＢＣＰの主な項目】
・重要業務の決定
・目標復旧時間の設定
・本社等重要拠点の機能の確保
・指揮命令系統の明確化
・情報のバックアップ 等

自治体公 助

【自治体の地域継続における役割】
○公共インフラの整備・耐震化
○地域防災計画の作成・充実
○防災対策施設の整備（ハード対策）

○ハザードマップの作成、防災訓練
○防災意識啓発 等の（ソフト対策）等

自治体自治体公 助公 助

【自治体の地域継続における役割】
○公共インフラの整備・耐震化
○地域防災計画の作成・充実
○防災対策施設の整備（ハード対策）

○ハザードマップの作成、防災訓練
○防災意識啓発 等の（ソフト対策）等

行政対応にも限界がある.....企業、個人の対応には限界がある.......

自 助
ＢＣＰの作成を進める！

公 助 公共インフラの整備！
地域防災対策の促進！

公 助 公共インフラの整備！
地域防災対策の促進！

個人・家庭の備え

個人・家庭の備えを進める！

共助の必要

共 助
地域内で「自助」と「公助」の
連携を図る「共助」

共 助
地域内で「自助」と「公助」の
連携を図る「共助」

地域継続
マネジメント

ＤＣＭ

地域継続
マネジメント

ＤＣＭ

地域が早期に復旧・復興するために必要不可欠な機能を強化します


